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大学入試の多様化と学力格差 
― 4 年制私立大学を中心にして ― 
 
佐 藤  美 津 子 
 
Abstract. This paper examines the ways that the current university entrance examination 
system in Japan has weakened standards for academic excellence.  Today, university 
examinees fall into two groups:  one group enters through a general or public entrance 
examination, the other through recommendations from their high schools.  As a result, many 
universities face challenges from the disparity of academic abilities among their students, 
since those who enter by recommendations tend to lag behind.  The Ministry of Education, 
Culture, Sports and Technology is planning to reform the examination system.  The initial 
reforms include testing the academic ability of senior high school students before they take 
the university entrance examination. 
 
Keywords: 推薦入試、AO 入試、ユニバーサル化、学力格差 
 
1. はじめに 
近年、大学生の学力格差が著しいと言われて久しい。その要因は、大学がユニバーサル化を迎え
ているからであるとするもの、ゆとり世代の教育を受けた学生が入学しているからとするもの、就職活
動の早期化・長期化が学生から学ぶ機会を奪っているからであるとするものもある。もちろん１つだけ
の要因で学生の学力格差を論じることは出来ない。 
平成 22 年度春の４年制大学への進学率がついに 50％を超えた。また、大学はユニバーサル化時
代を迎え、事実上誰でも希望すれば大学に入れる全入時代になったとも言われている。18 歳人口は
減り続けているのだが、他方で生き残りをかけて４年制大学の定員増加は続いており、平成 22 年の
志願者に対する入学者の割合、つまり収容率は 91％にも達しているのである。このような大学のユニ
バーサル化は、同時に学生間の学力格差や学生の能力低下の問題を引き起こし、授業が成り立た
ないなどの問題が教育現場で生じていると言われている。金子によれば、大学のユニバーサル化は
大学進学への学力上の制限が実質的になくなる、いわゆる大学全入時代に入り、大学に入学したこ
とが一定の学力を証明する機能を持たなくなったことを意味するとし、同時に大学全入は、大学教育
がこれまでその機能としていた学力や学習意欲の水準も必ずしも保証されていないことを意味する 1
と指摘しているのである。この問題を中央教育審議会や教育再生懇談会などが重用視し、高校生の
学力を担保する「高大接続テスト（仮称）」を実施すべきとの検討がなされている。 
さらに大学３年生の夏休みから始まる就職活動の早期化や、経済不況による企業の厳選採用によ
る就職活動の長期化は、大学４年間在籍しているものの、実際、長い場合で学生生活の１年半近くも
就職活動に費やさなければならず、この就職活動の早期化・長期化が学業への支障をきたしていると
言われて久しいが一向に変る気配はない。 
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そこで、小稿では、学生の学力格差の問題を、ユニバーサル化した大学全入時代において入学試
験が学生選抜機能として十分に働かなくなっていると言われている事に着目し、入学志願動向と入試
方法の多様化を整理し、学力格差の要因の１つを明らかにしようとするものである。なお、小稿では４
年制私立大学に焦点を当てて論じるものとする。 
 
2. 私立大学の入学志願動向 
学生の学力格差の問題を、大学全入時代を迎えて入学試験が学生選抜機能として十分に働かな
くなっている事に着目し、入学志願動向と入試方法の多様化からその要因を整理してみよう。日本私
立学校振興・共済事業団が「学校法人基礎調査」に基づいて志願者数、入学者数等を集計し、入学
定員 充足率等をまとめた『平成 22 年度（2010）の私立大学・短期大学等 入学志願動向 2』調査によ
れば、入学定員、志願者数、受験者数、合格者数、入学者数のいずれもが増加し、入学定員充足率
も上昇したと発表した。ここでは詳細を４年制私立大学に限ってデータを観てみよう。平成 22 年度に
定員割れした私立大学は 217 校で全体の 38.1%、50%未満の割合は 2.3％だった。定員割れが過去
最多だった平成 20 年度の 266 校、47.1%からは減少しており、平成 21 年度からも 8.4 ポイント改善し
たことが集計で分かった。また、規模を問わず志願倍率はおおむね上昇し、小規模校の入学定員充
足率が大きく上昇したと平成 22 年度の特徴として分析している。この調査は、時代背景や人口動態
により、私立大学・短期大学の学部や学科がどのように変化してきたのか、また、規模別や地域別の
入学定員充足がどのように推移してきたのかを継続的に分析することを目的として行われているもの
であるが、平成４年度から 18 歳人口が年々減少しているものの、大学への進学率は毎年上昇してお
り、大学・短期大学の入学定員充足率は、平成 21 年度に比べて上昇し、規模別や地域別にみても志
願者数や入学者数、入学定員充足率は概ね増加していると分析している。要因としては不況で学生
の地元志向が高まり、定員割れに苦しんでいた中小規模大学への志望が盛り返したこと、さらに不況
時のもう１つの特徴である「実学志向」の傾向も観られ、家政系、保健系の伸びとともに、資格が取れ
る学部への人気が高かったことなどが定員割れの４年制私立大学の減少要因だと述べている。 
さらに定員割れを対前年度学校別入学定員充足率比較表（大学）3 で観てみると、平成 21 年度に
入学定員を充足していた大学は、２カ年ともに入学定員を充足しており、平成 22 年度はさらに上昇し
ているのである。他方、前年度に入学定員未充足であった大学のうち、今年度は入学定員を充足、２
カ年とも入学定員未充足だが今年度は上昇の大学が増えており、また、２カ年ともに入学定員は未充
足で今年度もさらに下降した大学は減少していることから、いずれの私立大学においても前年度より
も充足率が高まっていることが分かる。 
大学の規模別の動向を５カ年で観ると、規模の大きな大学において志願倍率、入学定員充足率が
ともに高い状況を続けており、地域別の動向も、志願率が最も高いのは東京で、以下京都と大阪と
なっている。18 年度と比較して志願倍率が上昇しているのは東京、愛知、近畿、大阪、兵庫、福岡で
ある。これらのことから、私立大学を志願する傾向として、大規模大学、都心志向であることが分かる
が、昨年度よりも入学定員充足率が改善しているとしても定員割れしている大学が 217 校、38.1%もあ
83 
ることは注目すべきことである。 
 
図表 １ 入学定員充足率の分布推移（大学） （単位：学校数） 
入学定員充足率の区分 ４年度 10 年度 11 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 
100%以上 352 404 361 329 337 299 305 352 
50%以上 100%未満 26 34 86 201 205 237 234 204 
50%未満 1 1 3 20 17 29 31 13 
(100%未満の割合) 7.1% 8.0% 19.8% 40.2% 39.7% 47.1% 46.5% 38.1% 
合 計 379 439 450 550 559 565 570 569 
『平成 22 年度（2010）の私立大学・短期大学等 入学志願動向』の入学定員充足率の分布推移（大
学）P27 より作成 
 
3. 私立大学の入学者選抜実施状況 
次いで、大学の国公立私立大学入学者選抜実施状況を観てみよう。文部科学省が学校教育行政
に必要な学校に関する基本的事項を明らかにすることを目的として、学校基本調査を昭和 23 年度よ
り毎年実施しているのであるが、この調査 4 によれば、平成 22 年度の大学（学部）大学院の学生数は
共に過去最高となり、大学（学部）の総学生数に占める女子の比率も過去最高となった。大学（大学
院を含む）の学生数は 288 万 7 千人で前年度より 4 万 1 千人増加し過去最高を示している。このうち
女子は 118 万 6 千人で前年度より 2 万 7 千人増加し過去最高となり、その占める比率は 41.1%で前
年度より 0.4 ポイント上昇し過去最高であった。そして、学部の学生数は 255 万 9 千人で前年度より 3
万 2 千人増加し過去最高となり、このうち女子は 107 万 8 千人で前年度より 2 万 5 千人増加し過去最
高を示し、その占める比率は 42.1%で前年度より 0.4 ポイント上昇し、いずれも過去最高となったので
ある。 
高等教育の研究者でありカリフォルニア大学教授 M.トロウは、大学の高等教育モデルをエリート
型、マス型、ユニバーサル型の３つに区分し、エリート型の教育目的は人間形成及び社会化であると
し、マス型の教育目的は知識や技能の伝達、新しい広い経験の提供へと変化するとし、大学等の主
要な機能はエリート・支配階級の精神や性格の形成から専門分化したエリート養成＋社会指導者層
の育成へと変化する 5 としている。さらにトロウは、ユニバーサル型の教育目的は、産業社会に適応で
きる全国民の育成へと移行すると述べているのであるが、文部科学省の平成 21 年度学校基本調査
（速報）結果から、トロウの高等教育モデルを 18 歳人口および大学・短期大学への進学率の推移に
当てはめて観てみると、４年制大学への進学率は昭和 44 年には 15.4％であることから、この時期をエ
リート型と言え、それ以降進学率は伸び続け 20 年後の平成元年には 24.7％、また、平成 11 年には
38.2％となっているのであるが、昭和 43 年以降、つまり団塊世代 6 の大学進学以降から徐々にマス型
へと変化していることが観てとれる。そして、進学率は平成 11 年以降急上昇し、平成 21 年には49.1％
となり、平成 22 年４月ついに４年制大学への進学率が 50.2%となり初めて 18 歳人口 121 万人の半数
を超えたのである。このことからまさに日本の大学はユニバーサル型に突入していることが分かる。金
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子は大学のユニバーサル化は『その意図せざる結果は、大学への進学バリアが低くなることによって、
高校以下の学校にいても一定の学力達成させる重要なインセンティブが喪失されることになる。7』と
指摘しているのである。 
観たように、日本は今や大学全入時代を向かえており、ユニバーサル型時代の大学では、一般入
試以外の様々な入試方法で大学に入学する学生が増加していることである。そのため大学に進学す
る動機や学ぶ動機を持たない学生が進学してくることが問題点として挙げられている。その要因を複
雑化し多様化する大学入試方法から観てみよう。読売新聞が 2008 年に引き続き 2009 年５月に行っ
た第２回『大学の実力 教育の向上の取り組み』調査 8 よれば、全国の私立大学で一般入試を受けて
入学した新入生の比率は 44%にとどまったという結果を発表した。調査によれば、2009 年の入試で国
公立では筆記試験による一般入試の入学者は 81%を占めたのに対し、私立大学では、一般入試が
44%、指定校推薦 16%、公募制推薦が 10%、AO（アドミッション・オフィス）が８%、付属・系列校推薦
５%など、一般入試以外の入学者は 46%にも昇っているという結果だった。この調査は、各大学の
2009 年度入試方法別入学者の内訳調査を行ったこと、そして、文部科学省が非公表としているという
点においても、さらに入試状況を知る意味においても大きいと言われている調査結果である。このよう
に、何の学力審査を受けないで大学生になる学生は今や 20 万人を超すとも言われているのである。 
 
4. 多様化する入試方法 
ここで多様化する入試方法の詳細を観てみよう。指定校推薦とは、大学等が指定した教育機関（指
定校）に対し推薦枠を与え、指定校では進学を希望する生徒に対して選抜を行い、大学等はその選
抜された生徒に対して面接などの試験を行って合否を判定する入学試験制度の一つである。この指
定校推薦は日本の殆どの私立大学で実施されているという現状があり、大分県別府市にある立命館
アジア太平洋大学は、早稲田塾という予備校にまで推薦入試枠を与えているほどである。この指定校
推薦入試と推薦入学方法の１つであり、面接、小論文などの選抜による公募制推薦入試、そして、こ
の二つの推薦入試の他にも出願者の個性や適性に対して評価をする AO 入試（アドミッション・オフィ
ス入試）、学力とは関係なしに受験者が申告する特技を根拠に設定された選抜方式の一芸入試、高
校時代にスポーツの全国大会などで上位の競技成績を条件に選抜するスポーツ推薦によるスポーツ
入試、さらに付属・系列校による入試等である。 
AO 入試は平成 2 年に慶應義塾大学の湘南藤沢キャンパス（SFC2 学部）が導入した入試方法であ
り、審査は主に志望理由書、面接等に基づいて行われるのであるが、その後殆どの私立大学で AO
入試は行なわれている。文部科学省が毎年実施している『平成 21 年度国公私立大学入学者選抜実
施状況 9』から、私立大学の推薦入試入学者数と AO 入試による入学者数の詳細を観てみよう。推薦
入試による入学者数は、平成 20 年度は 192,757 人で 21 年度は 192,455 人、AO 入試による入学者
数は、平成 21 年度は 44,803 人で、平成 22 年度は 47,005 人である。これを一般入試の入学者数
225,621 人と比較すると推薦入試と AO 入試による入学者数が上回っているのである。 
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図表２−１ 私立大学入学者選抜実施状況        （単位：人） 
 平成 20 年度 平成 21 年度 
入学者数 468,067 468,005 
一般入試 227,540 225,621 
一般入試以外 240,527 242,384 
『平成 21 年度国公私立大学区入学者選抜実施状況』より私立大学のみを抜粋作成 
 
図表２−２ 私立大学入学者一般入試以外の入試内訳  （単位：人） 
 平成 20 年度 平成 21 年度 
AO 入試  44,803  47,005 
推薦入試 192,757 192,455 
専門学校・総合学会卒業生入試    666    683 
帰国子女入試   1,014   1,033 
中国引揚者等子女入試      3      2 
社会人入試   1,281   1,206 
『平成 21 年度国公私立大学区入学者選抜実施状況』より私立大学のみを抜粋作成 
 
今まで観てきたように推薦入試等の割合が 46%にまでも増えているのであるが、過去 20 年の動向
を前出の私立大学・短期大学等入学志願動向調査から４年制だけの推薦の割合を観てみると、初め
て 30%を超えたのは平成２年度で 32.22%、その後大きく伸びたのが 10 年前の平成 12 年度で
37.46%だった。その後は毎年推薦の割合が増え続け平成 21 年度には 46％を超えたのである。 
 
推薦入試が増大する理由 
推薦入試の割合が増えている理由は、大学全入時代を迎え学生数の減少もあり早期の学生確保
が理由として含まれていると言われているからである。なぜなら、指定校推薦や一般公募制推薦、付
属・系列校推薦は、合格をしたら入学を原則的には辞退できないからである。同時に、もう１つの理由
として考えられるのは、様々な推薦入試を行う事により、一般入試による数を減らし、大手予備校が発
表する大学の学力偏差値を高く維持するために、推薦枠を多くしているともいわれている。高校生に
とっても、従来型の教科受験よりも、「面接」「志望理由書・自己推薦書作成」「小論文」等によって選
抜試験が行われることで、従来型の受験勉強から逃れられること、そして、一般入試よりも早い時期に
合否が出るためなどが好まれる理由として挙げられ、このように大学にとっても、高校生にとっても多く
の利点があるため推薦による入試が好まれると言えよう。 
ベネッセ教育研究開発センターが平成 17 年度経済産業省の委託を受けておこなった『進路選択
に関する振返り調査 −大学生を対象にして−』によれば、多様化する入試方法は、受験する試験も多
様化していることを示している。そして、受験した試験のタイプを、「センター試験＋二次試験・私大試
験」の受験者、「センター試験」のみの受験者、「二次試験・私大試験」のみの受験者、いずれの試験
も「利用していない」者の４タイプに分類し、そのうち 65.6%％は「センター試験＋二次試験・私大試
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験」の受験者であったが、いずれの試験も「利用していない」が 11.4%になっており、一般入試で入学
した者は、圧倒的に「センター試験＋二次試験・私大試験」の受験者が多く、一方で、推薦入試で入
学した者は、「利用していない」が 39.5％でもっとも多い結果となっている。そして、「利用していない」
と答えている者は、「小論文」を含めていずれの教科も受験せずに大学に進学したと推測され、推薦
入試で入学した者は教科の試験を課されていない者が存在する 10、と述べているのである。 
さらに大学受験対策を観てみると、大学入学者選抜方法の多様化は、大学受験対策の中身も従
来のものとは変容しているとし、受験期の学習時間は平均値 4.5 時間で、中には０時間、１時間といっ
た実質的には受験勉強をしているとは思えない解答も示されていたのである。金子も学力よりもそれ
に至る勉強の習慣自体を獲得していない学生が入学することになる 11 と述べている。そして、「推薦・
AO 入試」による大学入学者では、従来型の教科学習よりも、「面接の準備」「志望理由書・自己推薦
書作成」「小論文の準備」に取り組んだ者の方が明らかに多い結果となったとし、入試方式により、「大
学受験対策として取り組む内容が異なることは明らかであり、大学入学者選抜方法の多様化に伴い、
大学受験対策も多様化している 12 と分析している。 
このように増えている一般入試以外の入試方法を鑑みて、中央教育審議会や教育再生懇談会な
どは、特に AO 推薦入試が学力の低下に繋がっているとし、学力を担保するために、新たに設ける学
力試験「高大接続テスト（仮称）」を実施すべきであるとの検討がされているのである。 
 
AO 入試 
中央教育審議会の大学分科会大学教育部会でも、AO 入試や推薦入試に志願する者のための新
しい試験の実施について意見をまとめ、指定校推薦で入学してくる学生については、出身高等学校
長が学力の保証をすることになっているが、AO 入試で入学してくる学生については、学力の保証や
確認がなされておらず、基礎学力が分からないという不安があり、基礎学力を観るという試験を行うこ
とはできないかと AO 入試を批判し、AO 入試は事実上学力不問となっているなど本来の趣旨とは異
なる運用になっているとして、どんな入試でも基礎学力の把握は適切に行われるべきである 13 と AO
入試の問題点を述べているのである。 
AO 入試の第２の問題点を挙げると、出願者の個性や適性に対して評価するという AO 入試本来の
意味から外れていることである。指定校推薦や一般公募制推薦などの入試では出願が 11 月以降とい
う取り決めがあるが、AO 入試にはこの規制がない。そのため AO による入試は、大学にとっては早期
の学生確保のため、高校生にとっては早期の内定確保のために AO 入試を好む傾向があるとしてい
る。そして、今日では、高校生が学力試験を受けて大学の入学を目指すグループと学力試験を受け
ずに入ることを目指すグループとに分化しているとし、高等学校段階の基本的な達成度を観る資格
試験型のセンター試験を導入することが必要であり、選抜の多様化を推進するためにも共通のガイド
ラインが必要であると述べているのである。 
AO入試の第３の問題点としては、AO入試が学生の青田買いになっていると言われていることが挙
げられる。推薦入試であっても成績要件を外す大学があり、入学者選抜に当っては、共通の学力を
確認する手段が無いのが現状である。大学全入時代を迎え、大学によっては学生獲得が大学の生き
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残りにかかっていることもあり、夏休み前早々に合格者を出すケースもあるからである。 
AO 入試の第４の問題点として、この早期の合格は、実際に入学する迄に長い空白期間が生じるこ
とが挙げられる。夏休み前の合格であれば、残り約８ヶ月の高校生活をどのように過ごすかが問われ
るのである。本来ならば、受験勉強とは関係無く専攻した学部の大学の授業についていける学力をつ
け、専攻分野の興味を自らの学習によって見いだす期間であるが、実際は、早期内定をもらった後に、
アルバイトや高校の勉強も充分にせずに８ヶ月余りを過ごすものが多く、AO 入試が学力の低下に繋
がっており、一般入試で入学してくる学生との学力格差が生じていると言われているのである。このよ
うに AO 入試の問題点は多いと言える。 
 
その他の推薦入試 
次いで、早稲田大学等で行っている一芸入試を観てみよう、一芸入試で入学させる大学側のメリッ
トとしては有名タレント学生のファンがその大学に志願するようになるため入試の志願者が増えること、
マスコミなどを通じて大学名を多く取り上げられることで宣伝広報に繋がること、さらに、有名タレントに
より大学のイメージアップが図れること等が大学の利点として挙げられる。しかし、一芸入試は、学力と
は関係なしに受験者が申告する特技を根拠に設定された選抜方式であり、入学後、講義に出席しな
い、あるいは講義についていけていないなどの一芸入試選抜による学生もおり、退学率も高いのであ
る。この一芸入試もやはり学力の低下に繋がっていると考えられるため、学力を保証するための何ら
かの学力試験は行われるべきだと思われる。何より、一芸入試で入学を許可された学生が一番の犠
牲者といえる。 
さらにスポーツ推薦についてである。スポーツ推薦も一芸入試の１つと言えるかも知れないが、ス
ポーツ推薦は少数ながら国公立でも行われているものの、おもに私立大学で実施されている。例えば、
一般入試において難関とされる私立大学においても実施されている。スポーツ推薦の問題点は、推
薦基準を満たしていなくても推薦入学させてしまうともいわれていることが挙げられ、一芸入試と同様
にスポーツ推薦入学に関しては不透明であるという指摘も多いのである。さらに、スポーツ推薦で入
学した学生の入学後の最大の問題点は、学力と学習意欲の低さであると言われている。文武両道が
建て前ではあるが、スポーツ推薦で入学した学生の学力は、同じ大学に一般入試で入学した学生と
比べると、比較出来ないほど低いと言われているのである。高校時代から世間に名を馳せるほどの優
秀な選手は、スポーツ一筋の生活をしてきたものが多い。しかし大学にスポーツ推薦で入学したから
といって、授業における優遇措置はない。学業とスポーツの両立を図るのに困難が多いのは当然のこ
とと言わねばならないし、彼らに大学の授業についていけと言う方が無理な要求と思える。なぜなら、
日本では、高い競技成績を維持するためには、総てをスポーツ中心の生活にしなければ維持出来な
いと考えられているからであり、高校野球を例にとれば、夏の甲子園大会に出場するほどの選手達は、
高校３年間合宿生活を送っているものも多く、高校の野球部によって管理された生活を送るものが多
くいる。そういう環境にあったスポーツ推薦で大学生になった学生は、スポーツ以外に大学で学ぶこと
に余り興味や関心を示さない学生もいるとも言われているのである。他方、スポーツ推薦で入学した
学生の留年率は一般入試の学年よりも低いという大学もあるものの、現実に、スポーツ選手としては
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優秀であっても、学力が伴わず最終的に卒業単位も取得出来ずに４年後に大学を中退し、スポーツ
競技で実業団に就職し、競技者生命が終わった時には、高校卒の学歴で終わるケースも多いのであ
る。 
しかしながら、一芸入試同様に、有力なスポーツ選手を獲得する事は、マスコミなどを通じて大学
名を多く取り上げられることで、宣伝広報に繋がり、さらに、有名スポーツ選手によって大学のイメージ
アップが図れること等が大学の利点として挙げられる。このスポーツ推薦も学力の低下に繋がってい
ると考えられるため、学力を保証するための何らかの学力試験は行われるべきだと思われる。何より、
一芸入試と同様に、スポ−ツ推薦で入学を許可された学生が、単位不足により４年後に中退を余儀な
くされるとすれば、入学を許可した大学というよりも、入学を許可された学生がやはり一番の犠牲者と
いえる。 
最後に、入試優遇制度についても観てみよう。入試において、特別な技能・クラブ活動や生徒会、
ボランティア活動等の実績・資格取得の有無などを合否判定材料にするのである。一般には、英語検
定・漢字検定・TOEIC・簿記検定などの取得級を願書に記載し、優遇措置を受けるのである。入試優
遇制度が一概には学力の低下に繋がっていると考えられないが、資格を取得するための努力は認め
るものの、資格を取得しているからと言って学力を保証するものではないと言えよう。 
 
多様化する推薦入試の問題点 
今まで観てきたように、様々な推薦入試方法で大学に入学してくる訳だが、これらの推薦入試によ
る問題点はというと、従来の型の受験科目を課さない受験のため、基礎学力の把握無しに大学に入
学してくる学生が半数を超えていることが挙げられ、大学で学ぶに必要な基礎学力を十分身につけ
ていない学生や勉強の習慣自体を獲得していない学生が入学してくることでもある。さらに、推薦入
試による課題として、一般入試で入ってきた学生との学力差が大きく、授業が成り立たないという問題
も起きている。三浦によれば、AO・推薦入試を行っている大学の課題として「基礎学力の確保」を上
げた大学が 60％に達すると述べており、野球がうまくなくても、勉強ができなくても、授業料さえ払えさ
えすれば学生でいられるのが今の大学制度だ 14と述べているのである。なぜなら、一般入試によらな
いで調査書、面接などにより合否判定を出すことは、一定水準は保証されているかもしれないが、調
査書の評価基準は出身高校ごとに違っているため、学力格差が生じていることが考えられるからであ
る。そのため、一般入試で入って来た学生との学力格差が生じ、授業が成り立たない場合もあり、入
学早々プレースメントテストを行う大学が多くなっているのである。特に語学の授業などは能力別授業
を行わなければ成り立たないと言われているのである。 
AO・推薦入試による学生増加は、さらに大学を容易に退学してしまうという別の問題をおこしている。
日本の大学の退学者数、退学率は文部科学省からは公表されていないが、2008 年から読売新聞が
行っている調査 15によれば、2007年度の１年間の全大学の退学率は平均 2.5％だった。つまり、2007
年度の大学入学者数が 251 万４千人 16であることから、全国の大学で 62,850 人が退学していること
が分かる。金子は高等教育のユニバーサル化が進むと、少年期の終わりにおける選択は必ずしも切
実な要求とならないとし、大学教育は基本的には誰にでも開かれた道であり、またそれを選択すること
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がむしろ普通になる。自分にとっての理由づけはとくに必要とならない 17 と指摘しており、退学率の増
加は、受験勉強をして苦労して入学してきていないためや、大学全入時代となった大学の大衆化に
よる基礎学力の低下等が背景にあると思われる。大学生の主な退学理由として、就職・就職準備、進
路変更（他大学受験・入学・他大学への編入学、専門学校受験等）、学業意欲喪失、修学意志なし、
単位不足、経済的理由、病気・体調不良、家庭の都合、勤務の都合などが挙げられる。 
以上観て来たように、大学生の学力格差の要因を４年制私立大学の入学定員充足率、入学者選
抜実施状況、さらに大学入試方法から観て来た。分かったことは、私立大学を志願する傾向として、
大規模大学、都心志向であり、2009 度よりも入学定員充足率が改善しているものの、2010 年度では
定員割れしている大学が 217 校、38.1%もあること、また充足率を過去５年にさかのぼって観ても、
50％以下の大学が 40〜50％近くまであることは、高望みしなければ容易に大学に入りやすくなったこ
と、さらには、多様化する入試方法、中でも AO・推薦入試による合格者数が一般入試による入学者
数を上回っている現状において、様々な AO・推薦入試方法で入学する学生が 46%にまで拡大して
いることが挙げられる。そして、様々な AO・推薦入試で入学してくる学生は、一般入試で入学してくる
学生との間に学力差が生じていること、そのため科目によっては能力別授業を行わなければならない
こと、さらに AO・推薦入試で入学する学生は大学を容易に退学してしまうという問題を抱えていること
が分かった。 
 
高大接続テストと難易度別センター試験 
大学のユニバーサル化は入試方法の多様化を生み、入学試験がもはや学生選抜機能として十分
に働かなくなっている事が分かったが、この問題を中央教育審議や教育再生懇談会などが重用視し、
ペーパー試験を課さない受験生を対象に高校生の学力を担保する「高大接続テスト（仮称）」を導入
検討すべきとの提言や、高校段階の学力を把握するテストの導入の研究がなされているのであるが、
文部科学省の有識者委員会が平成 22 年 10 月 20 日に、高校段階の学力を測る全国共通テスト「高
大接続テスト（仮称）」を高校在学中に複数回受けるとする最終報告をまとめた 18。最終報告によると、
テスト結果を面接、調査書などと組み合わせて大学入試の合否判定に使うほか、高校での指導方法
の見直しにも役立てるとしている。また、新テストは大学進学段階での利用を想定しているものの、進
学希望者を含め高校生全員が複数回総てを受ける必要はないなどの柔軟性を持たせている。セン
ター試験との違いについては、センター試験は選抜が目的であるのに対し、高大接続テスト（仮称）は
基礎学力の達成度をみるものであるとしている。そして、文部科学省は有識者委員会からの報告を受
けて高大接続テストについての実現可能性の調査や制度設計の詳細等の研究を大学入試センター
に依頼するとし、その結果をみて導入の是非を判断するとしている。 
また、これとは別に独立行政法人「大学入試センター」は、従来の大学入試センター試験を難易度
別に難易２種類にするという検討を始めた 19。検討を始めた理由は、大学のユニバーサル化による受
験者全入時代は、受験生の学力の幅が広がり、１種類のセンター試験では学力を把握することが難
しくなってきたからとしている。つまり、少子化による 18 歳人口の減少、大学の定員増、多様化する
AO・推薦入試等による入学者が私立大学で半数以上を占めていること、４年制大学進学率が 51％
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になり志願者数に対する入学者数の比率が９割台になったこと等が背景にある。また、受験生の質も
変化しているとし、それは個を重視する教育、つまりそれまでの画一的で知識の詰め込み的な教育か
ら、自ら学び、自ら考える力を育成する個を重視した教育を受けた学生たちは、ゆとり教育のもと、生
きる力の育成を基本に置いた教育を受けてきた世代でもある。そのため、普通科高校における卒業
単位に占める必修科目の比率が減少し、共通科目を学ぶ受験生が減ったことも背景にある。これらの
背景のもと、難関大学ではセンター試験の結果では差がつかなくなったことで入学者選抜にセンター
試験が役に立たなくなってきていること、他方、学力が一定程度に達していない受験生にはセンター
試験が難しすぎるという２つの問題が生じてきているのである。これらの問題に対応するため、大学入
試センターは、現在中学１年生が大学受験する 2016 年１月実施を目標に難易度別の２種類のセン
ター試験を行う方向で検討しているのである。今観てきたように、これら二つの動きからも、大学生の
学力格差はもはや見逃せない状況にあることが分かる。 
さらに、文部科学省は『平成 23 年度大学入学者選抜実施要項（通知）20』において、その他注意事
項の中に『(4) 各大学は、入学手続きをとった者に対しては、必要に応じ、これらの者の出身高等学
校と 協力しつつ、入学までに取り組むべき課題を課すなど、入学後の学習のための準備をあらかじ
め講ずることが望ましい。なお、当該措置を講じる場合は、その旨を募集要項に記載すること。その際、
入学者受入方針(アドミッション・ポリシー)との関連に留意すること 21』の項目が新たに追加されている
ことからも、学生間の学力格差や学力低下の問題を重要と認識していることへの現れと言えよう。 
 
5. おわりに 
入試の多様化と学生の学力格差の問題を、大学全入時代において入学試験が学生選抜機能とし
て十分に働かなくなっている事に着目し、４年制私立大学に焦点を当てて観てきた。明らかになった
ことは、４年制私立大学では、2009 度よりも入学定員充足率が改善しているものの、2010 年度では定
員割れしている大学が 217 校、38.1%もあること、また充足率を過去５年にさかのぼって観ても、50％
以下の大学が 40〜50％近くまで有ることは、高望みしなければ容易に大学に入りやすくなったこと、
さらには、多様化する入試方法、中でも AO・推薦入試による合格者数が一般入試による入学者数を
上回っており、様々な AO・推薦入試方法で入学する学生が 46%にまで拡大していることである。そし
て、様々な AO・推薦入試で入学してくる学生は、基礎学力の把握無しに大学に入学してくるとも言い
換えられ、一般入試で入学してくる学生との間に学力差が生じていること、さらに、中には大学で学ぶ
に必要な基礎学力を十分身につけていない学生が入学してくるという現状があり、授業が成り立たな
いなどの問題が教育現場に生じていることである。 
文部科学省はこれらの問題を重用視し、ペーパー試験を課さない受験生を対象に高校生の学力
を担保する高大接続テストの導入や大学のユニバーサル化による受験者全入時代では、受験生の
学力の幅が広がり、１種類のセンター試験では学力を把握することが難しくなったとし、難易度別セン
ター試験の導入の検討がなされていることも分かった。文部科学省は平成 23 年度大学入学者選抜
実施要項に入学迄に取り組むべき課題を課すなど、入学後の学習のための準備をあらかじめ講ずる
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ことが望ましいとする通知も各学長宛に出しており、学生間の学力格差や学生の学力低下の問題を
重要と認識していることも分かった。 
学生の学力格差の問題は、大学がユニバーサル化を迎えており、入試の多様化に因るものとする
もの、ゆとり世代の教育を受けた学生が入学しているからとするもの、就職活動の早期化・長期化が
学生から学ぶ機会を奪っているから等、様々な複合的な要因があり、大学入試の多様化、中でも
様々な推薦入試方法だけで論ずることは出来ないが、確かなことは推薦入試方法そのものがもはや
選抜機能を果たしていないということである。しかしながら、ユニバーサル化を迎えた大学であっても、
大学は何をするところなのかを受験生に徹底し、高校迄のように決められたコースを履修することとは
全く違って、大学とは自分の興味のありどころを自由に追求する場であること、自身の興味のありどこ
ろに沿って学部、学科、そして科目を履修するところであることを認識してから、大学と学部を選択し
大学入試に臨むべきものであること等を、受験生にオープンキャンパス等を通じて大学は伝えること
が重要であると言えよう。また、高校においても、受験指導の際に受験生にこれらのことは徹底すべき
ことであると思われる。そのためには、大学側もその大学で何が学べ、学生に何を提供出来るのかを
真実に基づいて伝える責任もある。今後の課題としては、日本では学力格差への支援策としてのリメ
ディアル教育、中でも大学での支援策はどのようになされているのか、また、今後の文部科学省の動
き、予備校等の教育産業などへの関わりなどの課題が考えられるが、今後の研究課題としたい。 
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